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◎ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、市町村等による地域公共交通網形成計画の作成等 

 

【法令名】 

持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律 

【掲載官報】 令和 2年 6月 3日 号外第 109号 18ページ 

【法令番号】 令和 2年 6月 3日 法律第 36号 

【管轄省庁】 国土交通省 

【施行期日】 公布の日から起算して 6月を超えない範囲内において政令で定める日から施行 

※附則第 5条の規定及び第 9条中独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14年法律第 180号）附則第 11条第 2項

第 4号の改正規定は、公布の日〔令和 2年 6月 3日〕から施行 

【法令のあらまし】 【地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部改正関係】 

 １ この法律は、交通政策基本法の基本理念にのっとり、地方公共団体による地域公共交通計画の作成に関する措置及び新モビ

リティサービス事業の円滑化を図るための措置等について定めることにより、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保

に資するよう地域公共交通の活性化及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を推進し、もって個性豊かで活

力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とすることとした。（第 1条関係） 

 ２ 地方公共団体は、基本方針に基づき、地域公共交通計画を作成するよう努めなければならないこととした。（第 5条関係） 

 ３ 地域公共交通計画において、地域旅客運送サービス継続事業に関する事項が定められたときは、地方公共団体は、地域旅客

運送サービス継続実施計画を作成し、当該地域旅客運送サービス継続事業を実施し又はその実施を促進することとし、国土交

通大臣は、地域旅客運送サービス継続実施計画が地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性

化及び再生を適切かつ確実に推進するために適当なものである旨の認定をすることとした。（第 27条の 2及び第 27条の 3関係） 

 ４ 地域公共交通計画において、貨客運送効率化事業に関する事項が定められたときは、貨客運送効率化事業を実施しようとす

る者は、貨客運送効率化実施計画を作成し、当該貨客運送効率化事業を実施することとし、国土交通大臣は、貨客運送効率化

実施計画が地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を適切かつ確実に推進する

ために適当なものである旨の認定をすることとした。（第 27条の 8及び第 27条の 9関係） 

 ５ 地域公共交通利便増進事業 
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  ㈠ 地域公共交通計画において、地域公共交通利便増進事業に関する事項が定められたときは、地方公共団体は、地域公共交

通利便増進実施計画を作成し、当該地域公共交通利便増進事業を実施し又はその実施を促進することとし、国土交通大臣は、

地域公共交通利便増進実施計画が地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を

適切かつ確実に推進するために適当なものである旨の認定をすることとした。（第 27条の 16及び第 27条の 17関係） 

  ㈡ 認定を受けた地方公共団体は、認定区域内計画外事業について道路運送法による通知を受けたときは、当該認定区域内計

画外事業の経営により公衆の利便が著しく阻害されることとなるおそれがないかどうかに関し、国土交通大臣に対し、意見

を申し出ることができることとした。（第 27条の 20関係） 

 ６ 新モビリティサービス事業の円滑化 

  ㈠ 新モビリティサービス事業者は、新モビリティサービス事業計画を作成し、これを国土交通大臣に提出して、その新モビ

リティサービス事業計画が地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を適切か

つ確実に推進するために適当なものである旨の認定を申請することができることとした。（第 36条の 2関係） 

  ㈡ 地方公共団体は、新モビリティサービス事業の実施に関し必要な協議を行うための協議会を組織することができることと

した。（第 36条の 4関係） 

 

【道路運送法の一部改正関係】 

 １ 営業区域外旅客運送の禁止の例外 

   一般旅客自動車運送事業者に係る発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送の禁止の例外として、次に

掲げる場合を定めることとした。（第 20条関係） 

  ㈠ 災害の場合その他緊急を要するとき。 

  ㈡ 地域の旅客輸送需要に応じた運送サービスの提供を確保することが困難な場合として国土交通省令で定める場合におい

て、地方公共団体、一般旅客自動車運送事業者、住民その他の国土交通省令で定める関係者間において当該地域における旅

客輸送を確保するため営業区域外旅客運送が必要であることについて協議が調った場合であって、輸送の安全又は旅客の利

便の確保に支障を及ぼすおそれがないと国土交通大臣が認めるとき。 

 ２ 自家用有償旅客運送の規制の合理化 

  ㈠ 自家用有償旅客運送の運送対象に観光旅客その他の当該地域を来訪する者を追加することとした。（第 78条第 2号関係） 
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  ㈡ 自家用有償旅客運送自動車の運行管理の体制の整備その他国土交通省令で定める事項について一般旅客自動車運送事業者

の協力を得て運送を行う場合における自家用有償旅客運送の登録の有効期間の特例を設けることとした。 

（第 79条の 2第 1項第 5号及び第 79条の 5第 2号関係） 

 ３ 国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業の路線定期運行に係る事業許可等の申請があったときは、関係地方公共団体

に通知することとし、当該関係地方公共団体は、運賃等の認可等の手続の特例等に係る地域の関係者間における協議を行う必

要があると認める場合には、協議会を開催し、及び当該通知に係る申請者に対し協議会への参加を要請することができること

とした。（第 91条の 2関係） 

 

【流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部改正関係】 

 １ 総合効率化計画の認定（第 4条関係） 

  ㈠ 国土交通大臣は、総合効率化計画に記載された事業のうち、貨客運送効率化事業に該当するものについては、現行の要件

に加え、当該事業の内容が、関係地方公共団体の地域公共交通に関する施策と調和したものであると認めるときは、その認

定をすることとした。 

  ㈡ ㈠の規定の適用に際して、当該貨客運送効率化事業が地域公共交通計画に定められている場合は、当該事業の内容が関係

地方公共団体の地域公共交通に関する施策と調和したものであるとみなすこととした。 

  ㈢ 国土交通大臣は、流通業務総合効率化事業のうち貨客運送効率化事業（地域公共交通計画に定められたものを除く。）に該

当するものが記載された総合効率化計画について認定をしようとするときは、あらかじめ、関係地方公共団体に意見を聴く

こととした。 

 ２ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、流通業務総合効率化事業を推進するため、認定総合効率化事業の実施に

必要な資金の貸付け等の業務を行うこととした。（第 20条の 2関係） 

【改正される法令】 ・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号） 

・道路運送法（昭和 26年法律第 183号） 

・流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成 17年法律第 85号） 

・登録免許税法（昭和 42年法律第 35号） 

・中心市街地の活性化に関する法律（平成 10年法律第 92号） 
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・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号） 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14年法律第 180号） 

・地域再生法（平成 17年法律第 24号） 

・国家戦略特別区域法（平成 25年法律第 107号） 

 


